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遠野市教育委員会

〇所掌事項
(1) 部活動の在り方に関すること。
(2) 部活動の適正な運営の推進に関すること。
(3) 地域で部活動に代わり得る質の高い活動の機会を確保できる十分な体制を整える取組を進め
るための計画の策定に関すること。

(4)  前各号に掲げるもののほか、部活動の適正な運営の推進に関し必要な事項

〇検討委員
(1) 遠野市ＰＴＡ連合会の代表者 (2) 遠野市中学校体育連盟の代表者
(3) 遠野地区中学校文化連盟の代表者 (4) 遠野市校長会の代表者
(5) 遠野市体育協会の代表者 (6) 遠野市芸術文化協会の代表者
(7) スポーツ少年団指導者協議会の代表者 (8) 岩手県教職員組合花北遠野支部の代表者
(9) 遠野市教育委員会教育長及び教育委員会事務局
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部活動の地域移行の背景①

遠野市教育委員会

３ 現在の部活動を取り巻く問題

〇 教師の超過勤務時間や負担の増大

・学校や学級運営、授業準備や研修等の本来の業務にあたる時間が圧迫されたり、休日の指導、大

会引率、大会運営に大きな時間が取られたりする。

・専門外の種目を指導すること、成果を求められることなどが精神的な負担となっている。

〇 生徒について

・地域のスポーツクラブ等に加入している生徒が学校では望まない部活動に加入している場合があ

る。

・望む部活動が無かったり、競技レベルなど自分のニーズに合致しなかったりすることで意欲が高

まらない生徒がいる。

・生徒数の減少により、学校単位でチームを組めない競技種目が増加することが予想される。

（R２.９月）
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部活動の地域移行の背景②

遠野市教育委員会

３ 持続可能な部活動と教師の負担軽減の両方を実現できる改革が必要

（１）部活動の意義と課題

□ 部活動は、教科学習とは異なる集団での活動を通じた人間形成の機会や、多様な生徒が活躍
できる場である。また、部活動は、生徒の自主的、自発的な参加により行われるものであり、
学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等に資するものであり、学校教育の一環として、学習
指導要領に位置づけられた活動である。
□ 一方、これまで部活動は教師による献身的な勤務の下で成り立ってきたが、休日を含め、長
時間勤務の要因であることや、指導経験のない教師にとって多大な負担であるとともに、生徒
にとっては望ましい指導を受けられない場合が生じる。

（２）改革の方向性
■ 部活動は必ずしも教師が担う必要のない業務であることを踏まえ、部活動改革の第一歩とし
て、休日に教科指導を行わないことと同様に、休日に教師が部活動の指導に携わる必要がない
環境を構築。
■ 部活動の指導を希望する教師は、引き続き休日に指導を行うことができる仕組みを構築。
■ 生徒の活動機会を確保するため、休日における地域のスポーツ・文化活動を実施できる環境
を整備。
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部活動の地域移行の背景③

１ 部活動の歴史

・1947年 クラブ活動として自由研究の中に位置づけられ、教師による指導の必要性が明記された。

・1957年 特別教育活動に位置づけられ、自由参加であり生徒の自治を目指した集団とされた。

・1977年 必修クラブ活動が特別活動内に設置、部活動は課外活動として並行実施となった。

・1987年 部活動参加が必修クラブ活動履修と認める「部活動代替措置」が設けられ、部活動を強制参加とする学校が増えた。

・1988年 部活動が広く実施されていることで必修クラブが廃止された。

以来、学校部活動は、日本の中高生世代の文化・スポーツ環境の中心的役割を果たしてきた。部活動は、教育的意義の高い活動で

ある一方で、教師による献身的な勤務に支えられており、特に休日の活動における教師の負担は大きくなっている。

遠野市教育委員会 学校教育課

２ 部活動に対する認識

学習指導要領 社会教育法 現状

・部活動は学校の教育課程外の学校教育 ・学校の教育課程として行われる教育活
動を除き、青少年及び成人に対して行わ
れる組織的な教育活動（体育・レクリ
エーション活動を含む）

・社会教育にも学校教育にも位置付けら
れているが、「学校教育」「教師による
指導」という印象が強い。

・地域の人々の協力、社会教育施設や地域の
スポーツクラブといった社会教育関係団体等
の各種団体との連携などの運営上の工夫を行
う。

・生徒の自主的・自発的な参加により行われ
る活動

・望む部活動が、通学する学校にないと
いうこともある。
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• 公立中学校の部活動の改革を検討するスポーツ庁及び文化庁の有識者会議「部活動

の地域移行に関する検討会議」は、令和７年度を目標に休日の部活動を地域のス

ポーツクラブ等に委ねる「地域移行」を実現すべきだとする提言をまとめ公表した。

• 少子化の進展に加え、教員の長時間労働解消が喫緊の課題で、学校単位での運営が

困難になると判断し、多様な世代か参加できるスポーツ環境の整備を提唱している。

• 令和５年度から令和７年度を「改革集中期間」に設定し、実現への行程をまとめた

推進計画の策定を求めている。指導者や練習場所が確保しやすい休日から進め、問

題点を検証し平日での実現につなげるとしている。

遠野市教育委員会

６



遠野市教育委員会

部活動の意義と課題

意
義

○生徒のスポーツ及び文化芸術等に親しむ機会を確保。自主的・主体的な参加に

よる活動を通じ、責任感・連帯感を涵養、自主性の育成にも寄与。

○人間関係の構築、自己肯定感の向上、問題行動の抑制。信頼感・一体感の醸成。

課
題

〇近年、特に持続可能性という面で厳しさを増しており、中学校生徒数の減少が

加速化するなど深刻な少子化が進行。

〇競技経験のない教師が指導せざるを得なかったり、休日も含めた部活動の指導

が求められたりするなど、教師にとって大きな業務負担。

〇地域では、スポーツ・文化芸術団体や指導者等と学校との連携・協働が十分で

はない。

「運動部・文化部活動の地域移行に関する検討会議提言」（R４.６月･８月）
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遠野市教育委員会

目指す姿

〇少子化の中でも、将来にわたり我が国の子供たちがスポーツ・文化芸術に継続して

親しむことができる機会を確保。このことは、学校の働き方改革を推進し、学校教

育の質も向上。

〇スポーツは、自発的な参画を通して「楽しさ」「喜び」を感じることに本質。

文化芸術は、豊かな人間性を涵養し、創造力と感性を育む。

自己実現、活力ある社会と絆の強い社会創り。部活動の意義の継承・発展、新しい

価値の創出。

〇地域の持続可能で多様なスポーツ・文化芸術等に親しむ環境を一体的に整備し、子

供たちの多様な体験機会を確保。

（スポーツ・文化芸術団体等の組織化、指導者や施設の確保、複数種目等の活動も提供）

「運動部・文化部活動の地域移行に関する検討会議提言」（R４.６月･８月）
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遠野市教育委員会

改革の方向性

〇 とする

○目標時期：

〇 ことが考えられ、地域の

実情に応じた休日の地域移行の進捗状況等を検証し、更なる改革を推進

〇地域におけるスポーツ・文化芸術に親しむ機会の確保、生徒の多様なニーズに合った

活動機会の充実等にも着実に取り組む

〇地域のスポーツ団体等と学校との連携・協働の推進

※改革を推進するための「選択肢」を示し、「複数の道筋」があることや、

「多様な方法」があることを強く意識

「運動部・文化部活動の地域移行に関する検討会議提言」（R４.６月･８月）
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遠野市教育委員会
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遠野市教育委員会
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遠野市教育委員会

中学校等名 これまでの配置部活動 人数

遠野中学校
陸上部
サッカー部

２名

遠野東中学校
男子バスケットボール部
男子バレーボール部

２名（R4：１名）

遠野西中学校
吹奏楽部
ソフトテニス部

２名
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遠野市教育委員会
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遠野市教育委員会

部活動の地域に移行させる際の方針を次の２点とする。

教職員の働き方改革としての
部活動の在り方の見直し

生徒のニーズに応じた休日
地域部活動の機会の確保

持続可能な部活動と教師の負担軽減の両方を実現できる改革

〇改革の方向性
■ 部活動は必ずしも教師が担う必要のない業務であることを踏まえ、部活動改革の第一歩として、休日に教科指導を
行わないことと同様に、休日に教師が部活動の指導に携わる必要がない環境を構築。

■ 部活動の指導を希望する教師は、引き続き休日に指導を行うことができる仕組みを構築 。
■ 生徒の活動機会を確保するため、休日における地域のスポーツ・文化活動を実施できる環境を整備 。
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遠野市教育委員会

１地域部活動の運営主体・移行形態の検討
（１）現在の学校部活動と連携した活動として、総合型地域スポーツクラブや市の競技団体、スポーツ
少年団等が運営主体として運営する「地域部活動運営団体」。

（２）運営主体としては、既存の地域スポーツ組織・団体だけでなく、地域学校協働本部や保護者会な
ど、学校と関係する組織・団体も想定される。

※ ただし、地域部活動の際に事故が発生した場合は、地域部活動の運営主体が責任を負うこととなる。

２活動場所・活動日・活動回数・活動時間等の検討
（１）地域の活動に対する学校施設の開放や、公的な体育施設の利用料減免または免除等について検討。

３費用負担の検討、財源の確保
（１）運営費用としては、指導者報酬、保険料（指導者、参加者）、会場使用料、消耗品代、運営主体
の事務に係る費用等。

（２）地域運動部活動は学校外の活動であるため、運営費用は受益者負担が原則であることから、受益
者負担の考え方については、保護者に十分な説明を行い、理解を得る必要がある。

（３）受益者負担が発生することでスポーツ活動に参加できなくなる生徒が発生することを防ぐ必要が
あることから、公的な支援について検討が必要。 15



遠野市教育委員会

平 日 休日

平 日 休日
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遠野市教育委員会
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遠野市教育委員会

（令和３年２月策定）
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